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２．分析   

1. 回答事業所の特徴（どのような企業が多いか） 【問１～問 4】 

地元で長く営業している、小規模な事業者。 

〈詳細〉   

① 小規模・個人事業主が中心 

従業員数「5人以下」が約81%（59社）を占め、事業形態も個人事業主（42社）が法人（31社）を

上回る。   

② 高い定着度（老舗企業が多い） 

 事業年数が「10年以上」の企業が約78%（57社）に達しており、地域に深く根付いた事業者が

多い。   

③ 業種の多様性 

建設業（17社）や卸売・小売業（12社）が上位ですが、製造業やサービス業まで幅広く分布。  

   

2. 経営課題と求められる支援策（何に困り、何を求めているか） 

【問 5～問7】 

順位 現在の経営上の課題（問5） 必要と考える支援策（問6） 

1 位 販路拡大 (30件) 販路拡大への支援(27件) 

2 位 人材確保・育成 (22件) 人材確保・育成への支援(24件) 

3 位 事業資金の借入 (21件) 資金供給への支援 (22件) 

4 位 店舗・設備・機械の老朽化 (19件) 店舗・設備等の更新への支援(19件) 

〈詳細〉   

 ① 「攻め」と「守り」の同時支援が必要 

売上を伸ばすための「販路拡大」という攻めの課題と、人手不足や資金繰り、設備の老朽化という

「足元の維持（守り）」の課題が同時に噴出している。   

 ② IT 化・情報発信への関心の高さ 

課題としてはそれほど上位ではないものの、支援策として「IT 化への支援（17件）」や「情報発信・

商品PR（15件）」を求める声が比較的多く、デジタル化による効率化や認知度アップに期待が集

まっている。   
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3. 条例に対する認識と自由意見から見える本音  

①条例に対する認識【問 8】 

認知度の低さ   

〈詳細〉   

他自治体などの「中小企業振興基本条例」について、「ない（知らない）」と答えた人が75%（54

人）にのぼる。条例を制定するにあたっては、まず「条例ができたこと」とその「メリット」を事業者に

分かりやすく周知する必要がある。   

  

② 経営上の課題と要望【問7・問 9・問 11】 

多くの事業者が共通して挙げている課題は、「資金繰り」「物価高騰・原材料不足」「人材確保・育成」

「手続きの煩雑さ」の 4点に集約される。 

a．資金繰りと融資制度への要望 

● 現状と課題: 物価高騰や受注の波により、足元の資金繰りに苦しむ零細・中小企業が多数存

在する。特に創業間もない企業や赤字決算の企業は、民間金融機関からの融資ハードルが高

く、事業継続の壁になっている。 

● 具体的な要望: * 単なる「現在の財務状況（赤字など）」だけでなく、「事業の将来性や成長性」

を評価して柔軟に融資する市独自のセーフティネットの拡充。 

○ チケット（商品券）による支援ではなく、仕入れに対応できる直接的な現金・資金供給

支援。 

b．物価高騰・原材料不足への直面 

● 現状と課題: ガソリン代、材料費、道具代、原材料のあらゆる高騰が利益を圧迫している。ま

た、「塩ビ関係の材料が入荷せず、仕事があっても受けられない」といった深刻なサプライチ

ェーンの滞りも報告されている。 

● 具体的な要望: 材料高騰に対する直接的な負担軽減措置や、今後の資材の見通しに関する

情報発信。 
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c．人材確保と育成・教育 

● 現状と課題: 労働集約型の業種（警備、交通誘導など）を中心に深刻な人手不足に陥ってい

る。また、大手企業や公務員のような待遇・育児休業制度などを中小零細が単独で導入・維

持するのは負担が大きすぎるとの声がある。 

● 具体的な要望: * 頑張って制度を導入する中小企業への手厚い支援。 

○ 単発ではなく、1〜2年かけて「PC・経営・税金・AI・集客」をまるごと幅広くブラッシュ

アップできる長期的な経営・営業教室の設置。 

d．支援制度の「複雑さ」と「認知不足」 

● 現状と課題: 「支援策があるのか分からない」「書類が難しすぎて専門家の作文合戦になり、

手数料を引かれてしまう」といった、手続きの煩雑さが申請のハードルを上げている現状が

浮き彫りになった。 

● 具体的な要望: 金額は小さくてもいいので、「サクッと簡単に申し込める」簡易型の補助金・

助成金の創設。 

 

③地域社会において中小企業等が果たすべき役割【問 10】 

事業者が考える「自社の役割」には、経済的な側面だけでなく、地域コミュニティを維持するための

「社会的公器」としての高い意識が見られる。 

● 雇用の受け皿と若者定着: 地元の若者や住民を雇用し、地域に生活の基盤を作ることで、人

口流出を防ぎ活性化に貢献する。 

● 地域コミュニティの維持・見守り: 消防団、地域役員、防犯（子ども 110番）など、「そこにお

店や企業があるだけで安心できる」というセーフティネットとしての役割。老人世帯の見守り

や小さな困りごとへの対応。 

● 地域インフラ・生活の足: 特に福祉・高齢者の移動を支えるタクシーなどの交通インフラ業は、

住民の「生活満足度」や「定住」に直結しているという強い自負。 

● 納税による地域還元: しっかりと利益を出し、法人税や固定資産税を納めることで、行政の

財源を支え街の発展に還元する。 
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④行政（清須市）および商工会への提言 

自由記述全体を通じて、「近隣自治体（特に名古屋市）との格差」に対する強い危機感と、「市として

のビジョン」を求める声が目立つ。 

⚠️ 名古屋市との比較による「企業流出」の危機 

タクシー事業者や開業支援を受ける事業者から、「名古屋市に比べて補助体制やインフラ整備、障害

者割引チケットなどの支援が圧倒的に遅れている」との指摘がある。この利便性の差により、顧客

や企業が名古屋市へ移転・撤退する動きに歯止めがかかっていないというリアルな警告がなされ

ている。 

 

⑤自由記述のまとめ 

アンケートからは、「市としてのグランドデザイン（住民が増えるだけのベッドタウンでいいのか、産

業の集積地を目指すのか）が見えない」という根本的な指摘もなされている。 

新しく制定される振興基本条例には、単なる文言としての応援だけでなく、「名古屋市に負けない

地域交通・インフラの整備」「赤字でも将来性を見る融資」「書類を極限まで簡素化した小規模支援」

といった、清須市独自の実効性あるビジョンと仕組みを明記することが強く求められていると言え

る。 

 

   

4. 条例制定に向けた提言（まとめ）   

① 「5人以下」の超小規模事業者に届く仕組みづくり   

大企業向けの複雑な制度ではなく、個人事業主や数人の町工場・お店でも簡単に活用できる「申請

サポート」や「身近な経営相談窓口」の充実が必要。   

 

② 「横のつながり」を生むイベントやマッチングの場づくり   

事業者が望む「販路拡大」と「地域活性化」を同時に叶えるため、市が積極的にイベントを仕掛けた

り、地元の事業者同士、あるいは市民と事業者をつなぐプラットフォーム（お祭りや商談会など）の

創出が有効。   
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③ 商工会や金融機関との強固な連携体制の明記   

「支援を実感できない」という声を解消するため、市・商工会・地元の金融機関が一体となって事業

者をワンストップで支えるネットワークを、条例の基本理念や責務としてしっかり組み込むことが求

められる。   

 

④ 「将来性評価型」の市独自融資枠の創設 

決算書だけで判断しない、前向きな挑戦を支える金融支援。 

 

⑤ 実践的な販路開拓補助 

技術PRのためのパンフレット作成や広告アドバイスなど、一歩踏み出すための営業広報支援。 

 

⑥ 気軽な相談スペースの設置 

事前予約なしで、計画前の小さなアイデア段階でも「ちょっと教えて〜！」と立ち寄れる窓口。 

 

⑦ 「お墨付き」制度（公認バッジなど） 

市が健全経営の中小企業を公認することで、企業の信用力を補完し、インフラとしての存在感を高

める。 

 

⑧ 情報発信のデジタル化・最適化 

公式 LINEなどを活用し、「今月使える簡単な支援策」を分かりやすくプッシュ型で通知する仕組

み。 
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